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３  国際協力事業団及び国際交流基金における派遣専門家等の安全確保対

策の充実  
 

開発途上国に対する技術協力や無償資金協力の調査・実施促進に係る業

務を所掌する国際協力事業団（以下「事業団」という。）及び開発途上国

を含めた世界各国に対する日本文化の紹介、日本語普及のための教育や文

化遺産の保護活動等を行う国際交流基金（以下「基金」という。）は、そ

の業務の遂行のため、海外に設置した事務所等（以下「在外事務所」とい

う。）に職員を配置するとともに、各種の専門家や調査団員等（以下「専

門家等」という。）を各国の政府機関や開発プロジェクト現場、大学など

の教育研究機関等に派遣しており、これら職員・専門家等が派遣先国にお

いて、テロ事件、内乱等の緊急事態に遭遇することも少なくない。  
事業団は、平成１２年度末現在、開発途上国を主体に８２の在外事務所

等（青年海外協力隊調整員事務所を含む。）に５２４人の職員等（青年海

外協力隊調整員を含む。）を配置しているほか、同年度には、約１５０か

国に専門家等約２万人を派遣している。事業団は、ｉ）平成３年にペルー

に派遣した技術協力専門家が現地の過激派に殺害された事件などを契機と

して、同年に、事業団関係者の安全確保対策を専門に担当する「安全対策

室（５年から安全管理課）」を事業団本部に設置するとともに、本部で統

一安全対策マニュアルを策定した上で、在外事務所独自の安全対策マニュ

アルの作成を指導する、ｉｉ）平成１１年にキルギスに派遣した調査団員

がテロ組織に拉致された事件を契機として、同年に、事業団本部に「安全

情報室」を設置するとともに、専門家等への無線通信機の配備の充実を図

るなど、安全確保対策の強化に努めてきている。  
また、基金は、平成１２年度末現在、１９か所の在外事務所に６０人の

職員を配置しているほか、同年度には、約９０か国に専門家等約５５０人

を派遣（延べ約６４０人。うち、開発途上国への派遣が約８割）している。

基金では、自らこれらの職員及び専門家等の安全確保を図るため、「海外

における緊急事態発生時の本部における対策実施体制について」（平成１

０年４月６日付け１０－Ｇ－２理事長通達）を定め、緊急事態が発生した

場合には本部に緊急対策本部又はワーキンググループを設置し、在外事務

所職員及び専門家等の避難又は引揚げの時期、方法、輸送手段の手配等に

関する実施方針の策定等を行うこととしているほか、在外事務所において

は、ｉ）現地対策本部を設置して事態の危険度の分析判断等を本部連絡す

ること、ｉｉ）在外公館との連絡調整及び日本人会等在留邦人との情報交

換を行うこと、ｉｉｉ）在外事務所の実情に合わせて緊急連絡網を整備す

ることとしている。  
 

今回、事業団及び基金における安全確保対策の実施状況を調査した結果、

次のような状況がみられた。  
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①事業団及び基金の在外事務所等における緊急事態の対処マニュアルの作

成状況をみると、事業団、基金ともに全在外事務所で作成されている。

また、事業団では、専門家等に配布する事務手引書等に、事業団の在外

事務所を中心とした平時及び緊急事態の段階に応じた対応要領、行動指

針等の具体的な安全確保対策を記載するなどして、専門家等に注意を促

しているが、基金では、事務手引等に緊急時の安全確保のための一般的

注意事項を記載しているものの、具体的な安全確保対策については記載

していない。このため、基金が派遣する専門家等で、緊急事態が発生す

るおそれのある国（地域）において活動している者の中からは、緊急事

態発生時にどのように対処すべきか教示もなく不安であるとする意見も

聴かれた。  
②事業団又は基金が派遣する専門家等が有する連絡手段をみると、ｉ）調

査した事業団の２８在外事務所等のうち９在外事務所においては、在外

事務所の遠隔地に派遣されている専門家等の中に、在外事務所との連絡

手段が有線電話又は携帯電話のみとなっているものがみられる、ｉｉ）

基金では、在外事務所が設置されている国に派遣される専門家等は在外

事務所に対し報告・連絡を行うこととしており、在外事務所が設置され

ていない国に派遣される専門家等は在外公館を通じ基金本部に報告・連

絡を行うこととしているが、いずれの場合も専門家等との間の連絡手段

は、有線電話又は、携帯電話のみとなっている。しかしながら、事業団

の派遣専門家等のほぼ全員が、また、基金の派遣専門家等の約８割が、

開発途上国に派遣されている。これら派遣先国の多くは、緊急事態や治

安の悪化により、在外邦人の生命等に危険が及ぶ可能性があるとして、

外務省が海外危険情報を発出している国であり、緊急事態が発生した場

合には、有線電話や携帯電話が使用不能となる事態も予想される。  
 

したがって、外務省は、事業団及び基金における派遣専門家等の安全確

保対策に充実を図る観点から、次の措置を講ずる必要がある。  
①基金に対し、緊急事態が発生するおそれのある国（地域）に派遣される

専門家等の安全確保に万全を期すため、具体的な安全確保対策を記載し

た専門家等のための緊急事態対処マニュアル等を作成するよう指導する

こと。  
②事業団及び基金に対し、緊急事態が発生するおそれのある国（地域）に

派遣される専門家等については、有線電話等が使用不能となる事態を想

定した無線通信機（長距離無線機、衛星携帯電話）の配備を推進するよ

う指導すること。  


